
業種 企業名 

決済 
マスターカード（米）、ビザ（米）、ペイパル（米）など。 

サービス 
フェイスブック（米）、イーベイ（米）、ウーバーテクノロジーズ
（米）など。 

通信 
イリアッド（仏）、ボーダフォン・グループ（英）。 

ブロックチェーン 
コインベース（米）など。 

ベンチャーキャピタル 
アンドリーセン・ホロウイッツ（米）など。 

2019年7月30日 
三井住友DSアセットマネジメント 
シニアストラテジスト 市川 雅浩 

市川レポート 

 リブラは複数資産の価値の裏付けがある点でビットコインとは異なり、電子マネーに近いとの見方も。 

 リブラが通貨や金融インフラとなれば、途上国などで銀行口座を持たなくてもスマホで送金が可能に。 

 ただし金融政策の効果や信用創造の機能が低下する恐れもあり、導入前に十分な議論が必要。 

デジタル通貨「リブラ」について 
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リブラは複数資産の価値の裏付けがある点でビットコインとは異なり、電子マネーに近いとの見方も 

 

 米フェイスブックは6月18日、デジタル通貨「リブラ（Libra）」を使った金融サービスを2020年に開始すると発

表しました。リブラの公式サイト「ホワイトペーパー」によると、リブラは、①情報の改ざんが難しいブロックチェーン

（分散型台帳）技術を基盤とし、②法定通貨や短期国債など複数資産の価値に裏付けられ、③独立したリ

ブラ協会により運営される、という3つの特徴を持ちます。 

 

 リブラは、国境のないグローバルな通貨と金融インフラになることを目的としており、リブラがそのまま通貨単位とな

ります。なお、ビットコインに代表される暗号資産（仮想通貨）は、リブラと異なり、法定通貨などの資産価値の

裏付けがないため、売り手と買い手の需給だけで相場が乱高下する傾向があります。そのため、リブラは暗号資

産のような投機色の強い金融商品ではなく、電子マネーに近いとの見方もあります。 

【図表2：リブラに関する主なリスク】 【図表1：リブラ協会の主なメンバー】 

(出所) ホワイトペーパーの資料を基に三井住友DSアセットマネジメント作成 (出所) 各種資料を基に三井住友DSアセットマネジメント作成 

項目 リスク 

個人情報保護 
リブラ利用者のデータ流出など、プライバシーが脅かされるリスク

がある。 

資金洗浄 
仮名で複数の口座を作ることができれば、資金洗浄やテロ資金

供与に悪用されるリスクがある。 

金融政策 
リブラ協会が準備預金制度の対象外となれば、リブラには金融

政策の効果が波及しにくくなるリスクがある。 
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リブラが通貨や金融インフラとなれば、途上国などで銀行口座を持たなくてもスマホで送金が可能に 

 

 リブラ計画の背景には、次のような問題意識がみられます。すなわち、近年、インターネットの登場と、モバイルブ

ロードバンド接続の普及により、世界中の人々があらゆる情報にアクセスし、安価で便利なサービスを享受できる

ようになりました。これに対し、既存の金融システムを構成している送金などのサービスは、多くの人々にとって、依

然高額で、不便なままです。 

 

 世界には、銀行口座を持たない成人が17億人いるとされます。特に途上国では、口座維持手数料や送金手

数料などが高額であることや、銀行までの距離が遠いこと、また、必要書類を用意できないことなどが制約要因と

みられます。リブラが金融インフラとなれば、銀行口座を持たなくても、スマートフォン（スマホ）があれば、誰でも海

外送金やネット上の買い物が可能になります。 

 

ただし金融政策の効果や信用創造の機能が低下する恐れもあり、導入前に十分な議論が必要 

 

 リブラ協会には有力企業が名を連ねており（図表1）、協会メンバーは今後、100に増える見通しです。ただ、

リブラに関しては、すでに様々な問題点が指摘されており（図表2）、国際通貨基金（IMF）も7月12日、リブ

ラなどデジタル通貨に関する報告書をまとめ、各種リスクに言及しています。また、7月17日、18日に開催された

主要7カ国（G7）財務相・中央銀行総裁会議では、リブラについて規制も含めた早急な対応が必要との認識

で一致しました。 

 

 リブラに関する金融政策のリスクについては、例えば、リブラ協会が中央銀行の準備預金制度の対象外となれ

ば、中央銀行の市場操作がリブラ協会の資金繰りに与える影響は小さくなり、リブラに金融政策の効果が波及し

にくくなることが挙げられます。この他、銀行預金からリブラへ大量の資金が流出した場合、銀行の信用創造機能

が低下する恐れもあります。リブラは既存の金融インフラのあり方に一石を投じた点では意義がありますが、導入

前にリスク抑制のための十分な議論が必要と考えます。 

※個別銘柄に言及していますが、当該銘柄を推奨するものではありません。 

■当資料は、情報提供を目的として、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの又は金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。■当資料に基

づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料は当社が信頼性が高いと判断

した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、

今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。■当資

料の内容に関する一切の権利は当社にあります。本資料を投資の目的に使用したり、承認なく複製又は第三者への開示等を行うことを厳に禁じます。■当資料の内容は、当社が行う投資信託および投資

顧問契約における運用指図、投資判断とは異なることがありますので、ご了解下さい。 

三井住友DSアセットマネジメント株式会社 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第399号 

加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会 


